
資料ふあいる 127

一¥員¥ 
公文書館専門職員養成課程
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国立公文書館あ
し、

十三

国立公文書館では、平成10年度から公文書

館に勤務する職員に対して、新たな養成制度

を行う事になった。その目的は「国及び地方

公共団体の公文書館に勤務する職員に対し、

公文書館法第4条 2項に定める専門職員とし

て必要な専門的な知識を習得させ、もって公

文書館の中核的な業務を担当するにふさわし

い専門職員の育成に資することを目的として

実施する。J(公文書館専門職員養成課程実施

要綱)となっている。

ここでは、平成10年度 6月8日内閣総理大

臣決定「公文書館専門職員養成課程実施要

綱」、平成10年6月9日国立公文書館長決定

「平成10年度公文書館専門職員養成課程実施

要領j、平成10年 9月3日国立公文書館長決

定「平成10年度公文書館専門職員養成課程カ

リキュラム編成について」の内容を掲載し

た。

公文書館専門職員養成課程実施要綱

第 l 実施目的

平成10年 6月8日

内閣総理大臣決定

公文書館専門職員養成課程 (以下「養

成課程Jという 。) は、国及び地方公共

団体の公文書館に勤務する職員に対し、

公文書館法第4条 2項に定める専門職員

として必要な専門的な知識を習得させ、

もって公文書館の中核的な業務を担当す

るにふさわしい専門職員の育成に資する

ことを目的として実施する。

第2 実施主体

国立公文書館

第3 養成課程の受講者の要件

国及び地方公共団体が設置する公文書

館(以下「公文書館」という 。) に勤務

し、かつ、今後とも継続的に勤務が見込

まれる者であって、次のいずれかに該当

するもの

(1)公文書館において、相当期間、公文書

等に係る専門的な業務に携わっている者

(2)国立公文書館又はその他の機関におい

て実施している公文書等に係る研修を修

了した者

(3) 上記に準ずる者で、所属する公文書館

の長が受講させるに足ると認めたもの

第4 養成課程の科目等

養成課程の科目は、公文書館論、公文

書資料論、資料管理論、資料情報サービ

ス論及び修了研究を基本とし、日程等そ

の他実施に係る細目は毎年度、国立公文

書館長が別に定める。

第5 受講者の決定

養成課程の受講者は、国及ぴ地方公共

団体の各機関の長から推薦のあった者の

うちから、国立公文書館長が決定する。

第6 修了証書

すべての養成課程を修了し、成績が良

好な者には、別記様式による修了証書を

交付する。

第7 その他

この実施要綱に定めるもののほか、必

要な事項は国立公文書館長が別に定め

る。
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平成10年度公文書館専門職員養成課程実施要領

平成10年 6月 9日

国立公文書館長決定

公文書館専門職員養成課程実施要綱(平成

10年 6月8日内閣総理大臣、決定、以下「実施

要綱Jという。)に基づき、平成10年度公文

書館専門職員養成課程の実施要領を以下のと

おり定める。

1 名称

平成10年度公文書館専門職員養成課程

2 目的

国及び地方公共団体の公文書館に勤務す

る職員に対し、公文書館法第4条2項に定

める専門職員として必要な専門的な知識を

習得させ、もって公文書館の中核的な業務

を担当するにふさわしい専門職員の育成に

資することを目的として実施する。

3 科目

別記のとおり 。

4 日時

(1) 前期

平成10年11月30日(月)から12月11日

(金)まで (土曜日・日曜日を除く)

(2) 後期

平成11年 1月25日(月)から 2月5日

(金)まで (土曜日・日曜日を除く)

5 場所

国立公文書館外

6 受講者の要件

国及び地方公共団体が設置する公文書館

に勤務し、かつ、今後とも継続的に勤務が

見込まれる者であって、次のいずれかに該

当するもの

(1) 公文書館において、 2年以上公文書等

に係る専門的な業務に携わっている者

(2) 国立公文書館又はその他の機関におい

て実施している公文書等に係る研修を修

了した者

(3) 上記に準ずる者で、所属する公文書館

の長が受講させるに足ると認めたもの

7 受講者の人員

20名

8 受講者の募集

(1) 受講者の推薦

各機関の長は受講者として推薦しよう

とする者について、別紙様式に従い国立公

文書館長あて推薦する。

(2)推薦の期限

平成10年10月2日(金)まで

9 受講者の決定

(1) 各機関の長から推薦のあった者のうち

から、受講者の人員の範囲内において国

立公文書館長が決定する。

(2) (1)により受講者として決定した者につ

いては、推薦者あてに通知する。

10 受講料

無料(ただし、受講に係る旅費は受講者

の所属機関の負担とする。)

11 修了証書

本養成課程のすべてを修了し、成績が良

好な者には、実施要綱別記様式による修了

証書を交付し、推薦者には別途修了通知を

送付する。

12 諮問

国立公文書館長は、本養成課程に関し、

受講者の成績の判定その他必要な事項につ

いて、専門家の意見を求めることができ

る。

各科目の内容

l 公文書館論

(1) 公文書館関連法令

(2) 地域における公文書館

(3) 類縁機関論

(4)専門職員論

(5) 諸外国の公文書館

(6) 日本の公文書館

2 公文書資料論

(1) 歴史資料論

(2)記録史料論

(3) 近代法史及び行政史

(4)行政機関の記録管理

(5) 評価 ・選別論

3 資料管理論



(1) 資料整理論

(2)情報組織論

(3) 情報科学

(4) 保存科学

4 資料情報サービス論

(1) 資料情報サービス

(2) 資料情報サービス関連法令

5 修了研究

個別課題研究演習

平成10年度公文書館専門職員養成課程カリキ

ュラム編成について

平成10年 9月 3日

国立公文書館長決定

公文書館専門職員養成課程実施要綱 (平成

10年6月8日内閣総理大臣決定)第4に基づ

き、平成10年度公文書館専門職員養成課程の

カリキュラムを以下のとおり編成する。

l カリキュラム編成の方針

公文書館における専門職員は、歴史資料

として重要な公文書等を適切に保存し、利

用に供するととも に、人類共通の記録遺産

として後代に伝えるという重要な使命を担

っている。 また、歴史資料と して重要な公

文書等とは何かという判断を行い、 適切に

所蔵資料を構成していくことが要求され

る。本カリキュラムは、関連分野の従来の

成果を参考にしながら、「歴史資料として

重要な公文書等jに関する講義、討論、実

務実習、論文作成を軸とし、新しい分野の

専門職員を養成することを目的に編成し

た。

(1) 公文書館論…公文書館の目的 ・任務を

めぐる基本的事項に考察する。

公文書館は、歴史資料として重要な公

文書等を後代に伝えると いう目的の下、

国又は地方公共団体の機関が作成した公

文書を中心と して、その他の記録ととも

に所蔵資料を構成する。その際、類縁機

関と連携し、役割分担をする場合もある。

それゆえ、所蔵資料をいかに構成してい
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くかは、単に何を保存しているかという

現実の問題だけではなく 、公文書館が何

を目指して資料を収集し、利用に供して

いくのかという責務と密接に関わってく

る。こうした観点から、公文書館に関わ

る基本的な問題として、公文書館の法的

根拠、行政組織内部での位置付け、地域

における機能、類縁機関との関係等を検

討し、併せてその中における専門職員の

果たすべき役割を考察するための科目と

して、 「公文書館論jを設けた。

この「公文書館論Jを踏まえて、 専門

職員 としての職務を遂行するために必要

な専門的知識と実務を習得するために、

「公文書資料論J、「資料管理論j及び

「資料情報サービス論」の諸科目を設け

た。

(2) 公文書資料論…歴史資料として重要な

公文書等とは何かを判断し、 評価・ 選別

を行い、 所蔵資料を適切に構成するため

の基本的事項を考察する。

公文書館における専門職員には、 公文

書等の評価・選別を行う に当たり、 各機

関の活動を時代状況に応じて理解し、公

文書等の有する価値の多様性を見極め、

歴史意識の変容にも対応しうる所蔵資料

を構成する ことが求められる。「公文書

資料論Jでは、歴史学、法学、行政学、

記録史料学等の諸分野の従来の成果を学

び、行政機関における記録管理の現状を

把握した上で、評価 ・選別の理論と実務

を習得する。併せて、古文書をはじめと

する地域の歴史資料に関する基本的知識

も獲得できる よう配慮する。

(3) 資料管理論…所蔵資料を良好な状態で

後代に伝えるための管理の在り方を考察

する。

公文書館は、所蔵資料を良好な状態で

保存し、後代に伝えること を重要な任務

としている。 「資料管理論Jでは、第一

に、公文書等を作成した機関における記

録管理との関係に留意した、整理と目録
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作成の理論及び実務を習得する。第二に、

情報科学の動向を学び、コンピュータの

利用による資料管理の方法の変化、紙か

ら電子記録への媒体の変化に対する公文

書館の対応を考察する。第三に、保存科

学の成果を基礎として、媒体、環境、体

制の各面から、所蔵資料を良好な状態で

後代に伝えるための知識と実務を習得す

る。

(4) 資料情報サービス論…所蔵資料の提供

の在り方を考察する。

公文書館は、保存状態に留意しながら、

所蔵資料を閲覧利用に供するのみなら

ず、地域の歴史資料に関する情報を蓄積

し、展示活動等を積極的に展開すること

が求められている。また、情報公開や個

人情報保護制度を踏まえ、公文書館で資

料を提供するに当たってのルール(公文

書館所蔵資料の公開基準、公開手続等)

を提示していくことが間われている。こ

うしたことから、「資料情報サービス論」

では、具体的事例を素材に、所蔵資料の

提供の在り方を考察する。

(5) 修了研究…各自の課題に即して、論文

を作成する。

前期日程最後の演習では、前期の講義

の中で受講者が習得した公文書館の将来

像にかかわる問題を念頭において、各自

の課題研究のテーマを報告する。後期日

程最初の演習においては、そのテーマに

ついての自宅研究の成果を報告する。こ

れらの演習と後期の講義を踏まえて、論

文を作成し、それをもって修了研究とす

る。

2 各科目の内容

(1) 公文書館論…公文書館の目的・任務を

めぐる基本的事項を考察する。

l 公文書館関連法令①②③④

公文書館に関連する法令の内容と運

用実態を理解し、問題点を考察する

(公文書館法、地方公共団体の公文書

館設置条例、文書管理規程、情報公開

条例等)。

2 地域における公文書館

地域文化の拠点としての位置付けや

類縁機関(図書館・博物館・歴史館・

郷土資料館等)との役割分担を視野に

入れながら、地域における公文書館が

担うべき使命を考察する。

3 類縁機関論

公文書館と類縁機関の相違点と共通

点を、整理、保存、利用の各面から考

察し、連携の在り方を検討する。「地

域における公文書館」と関連するが、

「類縁機関論Jでは資料の性格に基づ

く専門性の相違を中心に扱う 。

4 専門職員論①②

公文書館における専門職員を中心と

した組織の在り方を、行政組織内にお

ける公文書館の運営と関連させて考察

とする。

5 諸外国の公文書館

各国の歴史・社会の中で公文書館が

どのような役割を果たしてきたのかを

考察する。その際、日本の公文書館の

歴史的・社会的固有性を視野に入れ、

世界的に共通な公文書館の課題として

検討する。

6 日本の公文書館(討論、見学含む)

①②③④ 

国立公文書館、外交史料館、宮内庁

書陵部等の国の機関とともに、地方公

共団体設置の公文書館等を見学するこ

とで、多様な公文書等の管理の在り方

を学び、かつ、受講者の個別課題研究

に応じて、日本の公文書館の特徴につ

いて総合的に考察し、今後の公文書館

の在り方について展望する。

(2) 公文書資料論…歴史資料として重要な

公文書等とは何かを判断し、評価・選別

を行い、所蔵資料を適切に構成するため

の基本的事項を考察する。



l 歴史資料論①②

歴史研究において資料の存在がいか

なる意味を有しているかということに

ついて、具体的事例における資料の利

用の実態を通して考察する。

2 記録史料論①②

資料の在り方は、当該社会及び組織

の記録の作成・保存制度によって規定

されている。これら記録のライフサイ

クルを踏まえ、具体的事例を挙げなが

ら、各組織がどのような意図・視点に

立って記録を作成し、保存しようとし

たのかを中心に考察する。

3 近代法史及び行政史①②

明治期以降の国や地方公共団体の行

政組織や機能の変遷を、社会の変化と

の関わりの中で考察し、公文書等の発

生・処理・施行過程を理解する。その

際、公文書等が持つ歴史資料としての

価値のみならず、行政的価値にも留意

して+会討する。

4 行政機関の記録管理①②③④

公文書等は行政が日々生み出すもの

であるだけに、公文書等の在り方を行

政の実務と関連付けて検討しなければ

ならない。そのために、地方公共団体

との関連が深い省庁の実務と記録管理

の現状を把握する。

5 評価・選別論(討論、見学、実習含

む)①②①

歴史資料として重要な公文書等とは

何かを判断し、評価 ・選別するための

理論と実務を、ケーススタデイ等を通

じて習得する。

(3) 資料管理論…所蔵資料を良好な状態で後

代に伝えるための管理の在り方を考察する。

l 資料整理論(見学、実習含む)①②

公文書等の整理と目録作成について

の理論及び実務を習得する。資料は作

成・保管部局の中で蓄積されているこ

とから、出所、原秩序を尊重しつつ、
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資料群の内部構造を明かにしながら整

理する理論を考察するとともに、多様

な目的に応じて効率的に検索できるよ

うな目録作成の具体的方策を検討す

る。

2 情報組織論

急速に進みつつある情報管理の電子

化に、公文書館がどのように対応すべ

きか、目録データベース化システムを

事例に検討する。

3 情報科学①②

情報科学の動向を学び、行政文書の

電子化への公文書館の対応を考察す

る。

4 保存科学 (実習含む)①②

保存科学の従来の成果を基礎とし

て、媒体、環境、体制の各面から公文

書館が所蔵する資料を良好な状態で後

代に伝えるための知識を習得し、併せ

て実習を行う 。

(4) 資料情報サービス論…所蔵資料の提供の

在り方を考察する。

l 資料情報サービス

公文書館は、資料の保存状態に留意

しながら、閲覧利用に供するのみな ら

ず、展示活動等を積極的に展開するこ

とが求められている。所蔵資料をどの

ように提供するかは、地域における公

文書館の役割とも密接に関連してい

る。資料情報の提供に伴う諸問題につ

いて考察する。

2 資料情報サービス関連法令①②

情報公開や個人情報保護に関する法

令の内容と運用実態に応じ、公文書館

で資料を提供するに当たってのルール

(公文書館所蔵資料の公開基準、公開

手続等)について、具体的事例を検討

しながら考察する。

(5) 修了研究…各自の課題に即して、論文を

作成する。




